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はじめに

　破産管財人の源泉徴収義務に関して，最判

平成23年１月14日は，破産管財人が自ら行っ

た管財業務の対価として，自らその支払をし

てこれを受ける破産管財人報酬について，弁

護士である破産管財人は，その報酬につき，

所得税法204条１項にいう「支払をする者」に

当たり源泉徴収義務があると判示する一方

で，退職金債権の配当について，破産管財人

は，破産手続を適正かつ公平に遂行するため

に，破産者から独立した地位を与えられて，

法令上定められた職務の遂行に当たる者であ

り，破産者が雇用していた労働者との間にお

いて，破産宣告前の雇用関係に関し直接の債

権債務関係に立つものではなく，「破産管財人

と上記労働者との間に，使用者と労働者との

関係に準ずるような特に密接な関係があると

いうことはできない。」としたうえで，破産管

財人は，破産財団の管理処分権を破産者から

承継するが，所得税の源泉徴収をすべき者と

しての地位を破産者から当然に承継すると解

すべき法令上の根拠は存しないから，所得税

法199条にいう「支払をする者」に含まれず，

源泉徴収義務を負うものではないと判示した。

　本稿は，所得税法第４編第１章以下の源泉
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徴収義務に関するほとんどの規定が「居住者

に対し国内において……支払をする者は，

……所得税を徴収し……国にこれを納付しな

ければならない」という定めになっているこ

とから，「居住者」と「支払をする者」とは別

の者を前提としているのではないかと考え⑴，

破産管財人である弁護士が自ら支払い，自ら

受ける報酬について，源泉徴収義務を負うと

することに違和感を排除し得ないことから，

この点を中心に考察するものである。

Ⅰ　事案の概要と争点

　Ａ株式会社（以下「破産会社」という。）

は，平成11年９月16日，大阪地方裁判所にお

いて破産宣告を受け，弁護士であるＸ（原告・

控訴人・上告人）が破産管財人に選任された。

大阪地方裁判所は，平成12年６月29日，Ｘの

報酬を3,000万円アとする旨決定し，Ｘは，同

年７月３日，報酬アの支払をした。Ｘは，平

成12年８月30日，破産会社の元従業員ら270名

を債権者とする退職金の債権（以下「本件各

退職金債権」という。）に対し，合計５億9,415

万2,808円の配当をした。なお，上記元従業員

らは，いずれも平成11年９月16日をもって破

産会社を退職していた。大阪地方裁判所は，

平成13年３月21日，Ｘの報酬を5,000万円イと

する旨決定し，Ｘは，同月28日，報酬イの支

払をした（以下，この報酬イと上記Ｘの報酬

アとを併せて「本件各報酬」という。）。

　所轄税務署長は，平成15年10月23日付け

で，Ｘに対し，次のとおりの源泉所得税の納

税の告知（以下「本件各納税告知」という。）

及び不納付加算税の賦課決定（以下「本件各

賦課決定」という。）をした。①上記報酬アの

支払に係る平成12年７月分の源泉所得税590

万円の納税の告知及び不納付加算税59万円の

賦課決定，②上記退職金債権の配当に係る平

成12年８月分の源泉所得税2,013万7,500円の

納税の告知及び不納付加算税201万3,000円の

賦課決定，③上記報酬イの支払に係る平成13

年３月分の源泉所得税990万円の納税の告知

及び不納付加算税99万円の賦課決定。さら

に，所轄税務署長は，平成15年10月28日付け

で，Ｘに対し，本件各納税告知に係る源泉所

得税及び本件各賦課決定に係る不納付加算税

並びに延滞税について交付要求をした。

　そこでＸは，Ｙ（国：被告・被控訴人・被

上告人）に対して，主位的に，ＸのＹに対す

る上記源泉徴収所得税及び不納付加算税の納

税義務が存在しないことの確認を求めるとと

もに，予備的に，ＹのＸに対する上記源泉所

得税及び不納付加算税の債権が財団債権でな

いことの確認を求めて，訴えを提起した。

　本件第１審における争点は，１　本件管財

人報酬が所得税法204条１項２号にいう弁護

士の業務に関する報酬又は料金に当たるか否

か，２　破産会社が本件退職金について所得

税法199条にいう支払をする者に，破産会社又

⑴　所得税法２条１項３号は，「居住者　国内に住所
を有し，又は現在まで引き続いて１年以上居所を
有する個人。」と定め，納税義務者について同法５
条１項は，「居住者は，この法律により，所得税を
納める義務がある。」と定めており，また，源泉徴
収義務者として同法６条は，「第28条第１項（給与
所得）に規定する給与等の支払をする者その他第

４編第１章から第６章まで（源泉徴収）に規定す
る支払をする者は，この法律により，所得税を納
める義務がある。」と定めている。このような規定
から，納税義務者である居住者に対して「支払を
する者」という源泉徴収義務者の規定からすれば，
納税義務者と源泉徴収義務者とは別々の者を前提
としていると考えられないであろうか。
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はＸが本件管財人報酬について同法204条１

項にいう支払をする者に，それぞれ当たるか

否か，３　破産会社が本件退職金又は本件管

財人報酬について，支払をする者に当たると

した場合，破産管財人であるＸが源泉徴収義

務を負うか否か，４　本件退職金及び本件管

財人報酬について，Ｘが源泉徴収義務を負う

とした場合，本件各処分に基づく租税債権が

財団債権に該当するか否か，の４点であった。

　なお，本稿では破産管財人の報酬に係る源

泉徴収義務を中心に考察することから，前記

４の争点については検討しないことを予めお

ことわりする。

Ⅱ　大阪地裁平成18年10月25日判決

１�　管財人報酬が所得税法204条１項２号に

いう弁護士の業務に関する報酬又は料金に

当たるか否か

　「所得税法204条１項２号の趣旨に加え，そ

の文言に照らしても，同号にいう弁護士の業

務を弁護士法３条１項に規定する訴訟事件等

に関する行為その他一般の法律事務を行うこ

とに限定して解すべき理由はなく，…弁護士

法が弁護士の使命及び職責にかんがみ，弁護

士が破産管財人の地位に就きその業務を予定

していることも併せかんがみれば，弁護士が

破産管財人として行う業務は，所得税法204条

１項２号にいう弁護士の業務に該当するもの

と解すべきである。」

　「弁護士が破産管財人として行う業務は所

得税法204条１項２号にいう弁護士の業務に

該当すると解されるから，破産管財人の受け

る報酬は，同号にいう弁護士の業務に関する

報酬又は料金に該当するというべきである。」

２�　破産会社が本件退職金について所得税法

199条にいう支払をする者に，破産会社又は

Ｘが本件管財人報酬について同法204条１

項にいう支払をする者に，それぞれ当たる

か否か

　「ア　所得税法上，源泉徴収による所得税

（以下「源泉所得税」という。）について徴

収，納付の義務を負う者は，源泉徴収の対象

となるべき一定の所得又は報酬，料金等の支

払をする者とされている。所得税法が，一定

の所得又は報酬，料金等について，その支払

をする者に源泉徴収義務を課すこととした趣

旨は，当該支払によって支払をする者から支

払を受ける者に移転する経済的利益が課税の

対象となるところ，支払をする者は，その支

払によって経済的利益を移転する際に，所得

税として，その利益の一部をいわば天引きし

てこれを徴収し，国に納付することができ，

かつ，当該税額の算定が容易であるからであ

ると解される。そうであるとすれば，支払を

する者とは，当該支払に係る経済的出捐の効

果の帰属主体と解すべきである。

イ　破産債権に対する配当及び財団債権に対

する弁済が上記の経済的利益の移転としての

支払に当たることはその性質上明らかである

ところ，破産者は，破産宣告後も破産財団に

係る実体的権利義務の帰属主体であり，破産

管財人に法主体制は認められないと解される

から，破産債権に対する配当及び財団債権に

対する弁済に係る経済的出捐の効果の帰属主

体は，破産者である。

ウ　したがって，破産債権に対する配当及び

財団債権に対する弁済が所得税法において源

泉徴収の対象として規定されている一定の所

得又は報酬，料金等に係るものであるときは，
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当該配当又は弁済に係る支払をする者は破産

者であると解すべきである。」

　「破産管財人は，破産財団の管理及び処分

をする権利を専有し（破産法７条），破産手続

によって破産債権を確定してこれに対する配

当をし，財団債権について破産手続によらず

随時に弁済をする（破産法49条）ものとされ

ているのであって，配当又は弁済をする際に，

源泉所得税が生じるか否かを判断し，源泉所

得税が生じる場合にその税額を算出すること

ができる上，破産債権に対する配当又は財団

債権に対する弁済に係る源泉所得税は，当該

配当又は弁済の時に法律上当然に成立し，そ

の成立と同時に納付すべき税額が確定するも

のであるから，その徴収及び納付は，破産財

団の管理及び処分に係る事務として，破産管

財人の権限に包含されると解するのが相当で

ある。」

３�　破産会社が本件退職金又は本件管財人報

酬について，支払をする者に当たるとした

場合，破産管財人であるＸが源泉徴収義務

を負うか否か

　「各種所得又は報酬，料金等に係る源泉徴

収，納付手続において源泉徴収義務者すなわ

ちこれらの所得又は報酬，料金の支払をする

者がすべきものとされている徴収すべき所得

税の額の計算や年末調整の手続を破産管財人

において行うことが破産手続ないし破産管財

人の地位，権限等に照らして不可能又は著し

く困難であるということはできない。このこ

とに加えて，前記の通り，破産管財人は，破

産財団の管理及び処分をする権利を専有する

ものとされており，破産財団の規模，内容，

破産債権者の数等によっては破産管財人の業

務内容が複雑，膨大なものとなることも少な

くないのであって，このことも斟酌すれば，

破産法が源泉徴収，納付手続における徴収す

べき所得税の額の計算や年末調整の手続に係

る事務の煩雑さ等を理由に源泉徴収，納付事

務を破産管財人の権限から除外しているもの

と解することはできないというべきである。」

　「破産債権に対する配当又は財団債権に対

する弁済に係る源泉所得税の徴収及び納付は

破産管財人の権限に含まれると解される。」

Ⅲ　大阪高裁平成20年４月25日判決

１　「支払をする者」について

　「文理解釈上，『支払をする者』にいう『支

払』を現実の『支払行為』の意味に限定して

解すべきまでの根拠に乏しいといわざるを得

ない。」

　「一般論としては，源泉徴収制度が，その

『支払をする者』であれば，支払の際に源泉

所得税相当額を天引きすることによって容易

に徴収できる点に着目して組み立てられた面

のあることは否定できず，たとい経済的出捐

による効果が一定の者に帰属するとしても，

およそ天引きの機会がないような者にまで，

その者に「支払をする者」としての源泉徴収

義務を負担させることが相当であるか否かに

ついては疑問が残らないではないところ，破

産会社は，破産宣告によって本件退職金債務

の支払原資となるべき破産会社の破産宣告時

点の財産に対する管理処分権を喪失している

のであるから，現実には自ら現実の支払行為

をすることはできず，天引き徴収もできない

ことになるが，他方で，上記財産についての

管理処分権を占有する破産管財人が存在する

から，その法律的性質論の点はさておき，こ

れに基づく配当をする際に所得税相当額を天
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引き処理することが全く不可能なわけではな

い。」

　「上記『支払をする者』とは，所得税法199

条に規定する『支払をする者』の解釈と同様

の理由で『経済的出捐による債務消滅の効果

が帰属する者』を指すと解され，したがって，

破産会社が源泉徴収義務の債務者となるとい

うべきである。」

２　破産管財人の源泉徴収義務について

　「本件のような場合は，所得税法199条に基

づく源泉徴収義務者である破産会社がその履

行の前提となる支払をすることができないか

のような様相を呈するのであるが，これは，

破産法が，破産宣告時点の破産者の積極的財

産によって破産宣告前に原因の生じた破産者

に対する債権（消極的財産）を弁済又は配当

するという破産的清算の目的を実現する限り

で，破産者から破産宣告時点の一切の積極消

極財産（破産財団）に対する管理処分権を奪

い，これを破産管財人に専属させるという法

的構成を採用した結果にすぎないから，破産

管財人において，自己の占有する管理処分権

に基づいて上記原資を用いて本件退職金債権

についての配当を実施したものである以上，

破産会社自体がこれを行うのと実質的に異な

るところはなく，法的には破産会社自体が自

ら支払をしたのと同視できるし，また，その

場合，破産管財人は，破産法７条の管理処分

権に基づき，上記配当を本来の管財業務とし

て行ったのであるから，これに付随する職務

上の義務として，国に対して本件退職金に係

る所得税の源泉徴収義務を負うと解するのが

相当である。」

　「破産者は，破産財団に対する管理処分権

を有せず，破産管財人が，破産財団の管理処

分権を専有しているのであるから（破産法７

条），破産管財人は，その権限の行使として破

産財団からの支払をするとき，その事務とし

て源泉所得税の徴収，納付を行うのである。

すなわち，破産管財人は，破産財団の管理処

分権を行使する上で，自己の義務として源泉

徴収及び納付する義務を負うのであって，破

産者の代理人あるいは代表者として源泉徴収

義務を破産者に代わって履行しているのでは

ない。」

　「本件管財人報酬（財団債権）の支払につ

いても実体的な法主体である破産会社が債務

者となると認めるべきことは既にみたとおり

であり，その支払による債務消滅の効果は破

産会社に帰属することになるから，『支払をす

る者』は破産会社であると解すべきことにな

り，その場合も，本件退職金でみたのと同様

の理由により，破産管財人に本件管財人報酬

に係る源泉所得税を徴収し納付する義務があ

ると解される。」

Ⅳ　最高裁平成23年１月14日判決

　最高裁は，弁護士である破産管財人が受け

る報酬は，所得税法204条１項２号にいう弁護

士の業務に関する報酬に該当する，及び破産

管財人は，報酬の支払に付随する職務上の義

務として，上記報酬につき所得税の源泉徴収

義務を負うと解するのが相当とし，原審の判

断を結論において是認できるとしたのである

が，破産債権である元従業員らの退職金の債

権に対して破産管財人が行う配当について

は，所得税法199条にいう退職手当等の支払に

当たり，破産管財人は，当該配当に付随する

職務上の義務として，当該配当につき，所得

税の源泉徴収義務を負うとした原審の判断を

是認できないとした。
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　「⑴弁護士である破産管財人が支払を受け

る報酬は，所得税法204条１項２号にいう弁護

士の業務に関する報酬に該当するものという

べきところ，同項の規定が同号所定の報酬の

支払をする者に所得税の源泉徴収義務を課し

ているのは，徴税上の特別の便宜を有し，能

率を挙げ得る点を考慮したことによるもので

ある（最高裁昭和31年あ第1071号同37年２月

28日大法廷判決・刑集16巻２号212頁参照）。

　破産管財人の報酬は，旧破産法47条３号に

いう『破産財団の管理，換価及配当ニ関スル

費用』に含まれ（最高裁昭和40年オ第1467号

同45年10月30日第二小法廷判決・民集24巻11

号1667頁参照），破産財団を責任財産として，

破産管財人が，自ら行った管財業務の対価と

して，自らその支払をしてこれを受けるので

あるから，弁護士である破産管財人は，その

報酬につき，所得税法204条１項にいう『支払

をする者』に当たり，同項２号の規定に基づ

き，自らの報酬の支払の際にその報酬につい

て所得税を徴収し，これを国に納付する義務

を負うと解するのが相当である。」

　「⑵所得税法199条の規定が，退職手当等

（退職手当，一時恩給その他の退職により一

時に受ける給与及びこれらの性質を有する給

与をいう。以下同じ。）の支払をする者に所得

税の源泉徴収義務を課しているのも，退職手

当等の支払をする者がこれを受ける者と特に

密接な関係にあって，徴税上特別の便宜を有

し，能率を挙げ得る点を考慮したことによる

ものである（前掲最高裁昭和37年２月28日大

法廷判決参照）。

　破産管財人は，破産手続を適正かつ公平に

遂行するために，破産者から独立した地位を

与えられて，法令上定められた職務の遂行に

当たる者であり，破産者が雇用していた労働

者との間において，破産宣告前の雇用関係に

関し直接の債権債務関係に立つものではな

く，破産債権である上記雇用関係に基づく退

職手当等の債権に対して配当をする場合も，

これを破産手続上の職務の遂行として行うの

であるから，このような破産管財人と上記労

働者との間に，使用者と労働者との関係に準

ずるような特に密接な関係があるということ

はできない。また，破産管財人は，破産財団

の管理処分権を破産者から承継するが（旧破

産法７条），破産宣告前の雇用関係に基づく退

職手当等の支払に関し，その支払の際に所得

税の源泉徴収をすべき者としての地位を破産

者から当然に承継すると解すべき法令上の根

拠は存しない。そうすると，破産管財人は，

上記退職手当等につき，所得税法199条にいう

『支払をする者』に含まれず，破産債権であ

る上記退職手当等の債権に対する配当の際に

その退職手当等について所得税を徴収し，こ

れを国に納付する義務を負うものではないと

解するのが相当である。」

Ⅴ　検討

　上記のように本件最高裁判決は，破産管財

人が支払をし，自ら受ける破産管財人報酬に

ついては破産管財人に源泉徴収義務があると

し，退職手当等の債権に対する配当について

は破産管財人に源泉徴収義務はないとの判断

を示したのであるが，源泉徴収義務者に関す

る所得税法の定め，すなわち「支払をする者」

に対する考え方が，本件地裁及び高裁と本件

最高裁では異なるように思われることから，

まず，「支払をする者」に係る本件地裁及び高

裁の考え方を整理したうえで，所得税法199条

及び204条以外の源泉徴収義者に関する規定

内容から源泉徴収義務を負う「支払をする者」
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とはどのような者をいうのか，また本件にお

いて引用されている最（大）判昭和37年２月

28日⑵で示された観点，及び報酬又は料金等に

対する源泉徴収制度の沿革などの点から，本

判決について検討する。

１　「支払をする者」に係る考え方

　本件地裁判決は，「支払をする者」の意味に

ついて，当該支払に係る経済的出捐の効果の

帰属主体と解すべきであるとしたうえで，「破

産債権に対する配当及び財団債権に対する弁

済が上記の経済的利益の移転としての支払に

当たることはその性質上明らかであ」り，「破

産者は，破産宣告後も破産財団に係る実体的

権利義務の帰属主体であり，破産管財人に法

主体制は認められないと解されるから，破産

債権に対する配当及び財団債権に対する弁済

に係る経済的出捐の効果の帰属主体は，破産

者であ」り，配当又は弁済に係る支払をする

者は破産者であるとする。そして破産管財人

は，破産財団の管理及び処分をする権利を専

有するものであり，破産財団の管理及び処分

に係る事務として，破産債権に対する配当又

は財団債権に対する弁済に係る源泉所得税の

徴収及び納付は破産管財人の権限に含まれる

としている。

　また，本件高裁判決は，「破産会社は，破産

宣告によって本件退職金債務の支払原資とな

るべき破産会社の破産宣告時点の財産に対す

る管理処分権を喪失しているのであるから，

現実には自ら現実の支払行為をすることはで

きず，天引き徴収もできないことになるが，

他方で，上記財産についての管理処分権を占

有する破産管財人が存在するから，その法律

的性質論の点はさておき，これに基づく配当

をする際に所得税相当額を天引き処理するこ

とが全く不可能なわけではな」く，「破産者か

ら破産宣告時点の一切の積極消極財産（破産

財団）に対する管理処分権を奪い，これを破

産管財人に専属させるという法的構成を採用

した結果にすぎないから，破産管財人におい

て，自己の占有する管理処分権に基づいて上

記原資を用いて本件退職金債権についての配

当を実施したものである以上，破産会社自体

がこれを行うのと実質的に異なるところはな

く，法的には破産会社自体が自ら支払をした

のと同視できるし，また，その場合，破産管

財人は，破産法７条の管理処分権に基づき，

上記配当を本来の管財業務として行ったので

あるから，これに付随する職務上の義務とし

て，国に対して本件退職金に係る所得税の源

泉徴収義務を負うと解するのが相当である。」

と判断している。

　このような本件地裁及び高裁の判断によれ

ば，所得税法199条及び204条にいう「支払を

する者」とは，破産会社であるが，破産会社

は破産宣告によって，破産会社の破産宣告時

点での財産に対する管理処分権を喪失してお

り，その管理処分権は破産管財人が有するこ

とになり，破産管財人は管理処分に係る職務

上の義務として，源泉徴収義務を負うという

ことであろう。

　しかし，破産管財人は，破産手続を適正か

つ公平に遂行するため，破産者から独立した

地位を与えられ，法令上定められた職務の遂

行に当たる者であり，破産開始決定後，破産

者は財産管理処分権を失い，破産管財人が破

産者の財産管理処分権を行使することになる

から，これは破産者から独立した観点から行

われるものであって，破産者の代理人として

⑵　最（大）判昭37・２・28刑集16-２-212。
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行うものではない。そうであるとすれば，本

件地裁及び高裁判決のように，破産会社が所

得税法199条１項及び204条１項にいう「支払

をする者」に当たるということはできないよ

うに思われる。

　本件最高裁は，所得税法204条と199条とを

分けて，破産管財人の報酬については，「破産

管財人が，自ら行った管財業務の対価として，

自らその支払をしてこれを受けるのであるか

ら，弁護士である破産管財人は，その報酬に

つき，所得税法204条１項にいう『支払をする

者』に当た」るとする一方で，退職金債権の

配当については，最（大）判昭和37年２月28

日で示された「密接な関係」を重視して，「破

産管財人は，破産手続を適正かつ公平に遂行

するために，破産者から独立した地位を与え

られて，法令上定められた職務の遂行に当た

る者であり，破産者が雇用していた労働者と

の間において，破産宣告前の雇用関係に関し

直接の債権債務関係に立つものではなく」，

「破産管財人と上記労働者との間に，使用者

と労働者との関係に準ずるような特に密接な

関係があるということはできない。」と判示す

る。そして，破産管財人は，破産財団の管理

処分権を破産者から承継するが，所得税の源

泉徴収をすべき者としての地位を破産者から

当然に承継すると解すべき法令上の根拠は存

しないから，所得税法199条にいう「支払をす

る者」に含まれないと判示している。

　しかし，源泉徴収義務者について「居住者

に対し……支払をする者」と規定している所

得税法は，自ら支払い，自ら受けるという関

係にある者を源泉徴収義務者として，想定し

ていたのであろうか。

２�　所得税法の源泉徴収義務者に関する規定

からの検討

　所得税法は，第４編において源泉徴収に関

する定めを置いている。この中で「源泉徴収

義務」という標題が付されている規定は，利

子所得及び配当所得（法181条第１項），給与

所得（法183条第１項），退職所得（法199条第

１項），公的年金等（法203条の２），報酬・料

金等（法204条１項），生命保険契約等に基づ

く年金（法207条），定期積金の給付補てん金

等（法209条の２），匿名組合契約の利益の分

配（法210条），非居住者又は法人の所得（法

212条第１項）に関するものである。そして，

これらの規定のうち「非居住者又は法人の所

得」を除いて，いずれも「居住者に対し国内

において……支払をする者は，……所得税を

徴収し……国にこれを納付しなければならな

い」と定めている。このような規定，すなわ

ち「居住者に対し……支払をする者」という

定め方からすれば，「居住者」（納税義務者）

と「支払をする者」（源泉徴収義務者）とは，

は別の者であることを前提として定めたもの

と考えることができそうである。本件におけ

る所得税法199条１項及び204条１項もそれぞ

れ「居住者に対し国内において……退職手当

等の支払をする者は」とか「居住者に対し国

内において次に掲げる報酬若しくは料金，契

約金又は賞金の支払をする者は」と定めてい

ることから，「居住者」と「支払をする者」と

は別の者であると解する方が自然なように思

われる⑶。なぜなら，源泉徴収制度は，納税義

務者本人が負担する租税は自ら納付すること

を原則とするが，第三者をして徴収・納付さ

せることが適当であるものについて設けられ

た制度であるからである⑷。そうすると，「居
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住者」が納税義務者であり，「支払をする者」

が第三者としての徴収義務者という別の者を

前提として規定しているとも考えられよう。

　本件最高裁は「破産管財人が，自ら行った

管財業務の対価として，自らその支払をして

これを受けるのであるから，弁護士である破

産管財人は，その報酬につき，所得税法204条

１項にいう『支払をする者』に当たり，同項

２号の規定に基づき，自らの報酬の支払の際

にその報酬について所得税を徴収し，これを

国に納付する義務を負うと解するのが相当」

と判示しているが，上述のように法は同一の

者が「居住者」でありかつ「支払をする者」

であることを前提としていないとすれば，法

204条１項についての本件最高裁の判断には

疑問が残る。

　もっとも，破産管財人の法的地位について

は，財産の集合体としての破産財団に法人格

を認め，破産管財人をその代表機関とするの

ではなく，むしろ財団債権について管理処分

権を行使する，管理機構たる破産管財人自身

に法人格を認めようとする「管理機構人格説」

が有力な説とされていることから⑸，破産管財

人の法的地位の観点からは，破産管財人（管

理機構）が自ら支払い（破産管財人である弁

護士が）自ら受ける報酬について源泉徴収義

務を負うとする考え方も成り立ち得なくはな

いかもしれない⑹。また，「所得税法204条に規

定する『報酬等の支払をする者』が破産管財

業務を遂行する破産管財人であるとすれば，

破産管財人報酬は，『弁護士の業務に関する報

酬等』の支払につき源泉徴収義務を負う」と

する見解もある⑺。

　しかしながら，破産管財人は裁判所によっ

て選任され，その報酬は裁判所によって決定

され，破産管財人自らが破産財団の中から受

けるものであり，破産管財人の法的地位が管

理機構人格説によるものであったとしても，

裁判所によって決められた報酬を支払う者は

破産管財人であり，その報酬を受けるものも

当該破産管財人であるという関係のもとでは，

両者は同一の者であり，所得税法204条が前提

とする「居住者」と「支払をする者」が別の

者であるという関係にはないように思われる。

仮に上記の「管理機構人格説」に立って，管

理機構たる破産管財人自身に法人格を認め，

管理機構が報酬を破産管財人に支払うのであ

るから管理機構である破産管財人は「支払を

する者」に当たるというのであれば，「破産管

財人が，自ら行った管財業務の対価として，

⑶　例えば，税法解釈のありようについて，新井隆
一名誉教授は，「申告納税制度を採用している税法
の分野では，納税申告がよりどころとすべき税法
の解釈と適用とが，基本的には，まず，納税申告
をする私人によって行われるべきであるから，そ
の意味において，私人の理解を必要とする税法の
解釈においては，（一般的・常識的理解が）要請を
されるべきことである。一般的，常識的理解又は
一般の人々の通常の理解というのは，専門的・学
問的成果に基づかない理解をいうものではなく，
それは，それぞれ，専門的・学問的成果を踏まえ
た，しかも，一般の人々の知識レベルによって認

識されうるものをいうのである。」と述べておられ
る。新井隆一「税法解釈の基本的姿勢」JTRI税研
138号16頁（2008）。
⑷　金子宏『租税法（第19版）』（弘文堂・2014）834
頁，最（大）判昭37・２・28刑集16-２-217。
⑸　伊藤眞『破産法〔第４版補訂版〕』（有斐閣・
2006）139頁。
⑹　松下淳一「破産管財人の源泉徴収義務」別冊ジ
ュリスト207号『租税判例百選〔第５版〕』（有斐
閣・2011）213頁。
⑺　金井恵美子「破産管財人の源泉徴収義務につい
て」税法学562号27頁（2009）。
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自らその支払をしてこれを受けるのであるか

らその報酬につき，所得税法204条１項にいう

『支払をする者』に当た」るという理由だけ

では不十分なように思われる。

３�　最（大）判昭和37年２月28日で示された

観点からの検討

　本件最高裁判決は，「弁護士である破産管財

人が支払を受ける報酬は，所得税法204条１項

２号にいう弁護士の業務に関する報酬に該当

するものというべきところ，同項の規定が同

号所定の報酬の支払をする者に所得税の源泉

徴収義務を課しているのは，徴税上の特別の

便宜を有し，能率を挙げ得る点を考慮したこ

とによるものである」と説示し，最（大）判

昭和37年２月28日で示された源泉徴収制度の

「徴税上の特別の便宜」と「能率を挙げ得る

点」を強調した判断を示している。

　しかし，同大法廷判決は「給与所得者に対

する所得税の源泉徴収制度」について判示し

たものであって，それが直ちに破産管財人で

ある弁護士が自ら支払いかつ自ら受ける報酬

について源泉徴収義務を負うということに結

びつかないように思われる。なぜなら，破産

管財人である弁護士は，弁護士業務に係る事

業所得の計算において破産管財人報酬を総収

入金額に計上し，事業所得及び税額を計算し

て確定申告及び所得税を納付することが義務

づけられており，このような中で「徴税上の

特別の便宜」や「能率を挙げ得る点」をこと

さら強調する必要はないように思われるから

である。

　また，本件最高裁判決は，「所得税法199条

の規定が，退職手当等（退職手当，一時恩給

その他の退職により一時に受ける給与及びこ

れらの性質を有する給与をいう。以下同じ。）

の支払をする者に所得税の源泉徴収義務を課

しているのも，退職手当等の支払をする者が

これを受ける者と特に密接な関係にあって，

徴税上特別の便宜を有し，能率を挙げ得る点

を考慮したことによるものである」と説示し，

前掲大法廷判決を引用したうえで，退職手当

等の債権を配当する破産管財人には，「破産管

財人と上記労働者との間に，使用者と労働者

との関係に準ずるような特に密接な関係にあ

るということはできない」として，「特に密接

な関係」を強調して退職手当等に係る配当に

ついて源泉徴収義務はないと判示している。

　確かに，破産管財人と元従業員との間には

「特に密接な関係」はないとしても，配当を

受ける元従業員らがすべて確定申告をするで

あろうか。破産管財人が退職手当等の配当に

係る源泉徴収義務を負うかどうかはともか

く⑻，大法廷判決で示された源泉徴収制度の趣

旨目的からすれば，このような場合にこそ，

「徴税上の特別の便宜」や「能率を挙げ得る

点」を考慮する必要があるのではないかと思

われる。

４�　報酬又は料金等に対する源泉徴収制度の

沿革からの検討

　報酬又は料金等に対する源泉徴収制度は昭

和19年の創設以来，源泉徴収の対象範囲を拡

大してきたものであり，弁護士等に対する報

⑻　この点については，佐藤孝一「破産管財人は破
産債権である退職手当等に対する配当に係る源泉
徴収義務を負わないとした最高裁判決─判決の射
程距離及び惹起された課題等を中心として」月刊
税務事例45巻１号７頁（2013）以下，佐藤英明「破
産手続において支払われる賃金と所得税」税務事
例研究67号23頁（2002）以下，同「破産管財人が
負う源泉徴収義務再論」税務事例研究103号25頁
（2008）以下などを参照されたい。
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酬，料金が源泉徴収の対象とされたのは，昭

和27年度改正においてであったが，この報酬

等の「支払をなす者」は法人に限られていた。

弁護士等に対する報酬については，支払者が

法人である場合に限定して源泉徴収を行うこ

と，その他の原稿料，講演料については，支

払者が誰であるかを問わず画一的に源泉徴収

を行うこととしていた。しかし，一般の個人

が源泉徴収を行うことは現実的には困難な問

題が多いと考えられることから，昭和40年度

所得税法全文改正において，報酬，料金等の

種類によって徴収義務者の範囲を変えること

をやめ，１）個人については，源泉徴収制度

に慣熟していると思われる給与所得について

の源泉徴収義務者に限り，報酬，料金等につ

いて，源泉徴収を行わなければならないもの

とし，２）その他の一般の個人については，

源泉徴収を要しないこととされた⑼。

　このような報酬又は料金等に対する源泉徴

収制度の沿革から，弁護士である破産管財人

が受ける報酬は，所得税法204条１項２号にい

う弁護士の業務に関する報酬に当たるとして

も，同条２項が同項２号の「前項第１号から

第５号まで並びに第７号及び第８号に掲げる

報酬若しくは料金，契約金又は賞金のうち，

第183条第１項（給与所得に係る源泉徴収義

務）の規定により給与等につき所得税を徴収

して納付すべき個人以外の個人から支払われ

るもの」については適用しないと定めている

ことからすれば，破産管財人の職務，すなわ

ち「破産財団に属する財産を管理し，換価し，

届出のあった債権について必要があれば異議

を述べ，換価金を破産債権者に配当するなど

の事務を行う」⑽という内容からして，直ちに

破産管財人が「第183条第１項（給与所得に係

る源泉徴収義務）の規定により給与等につき

所得税を徴収して納付すべき個人」に当たる

とはいえないように思われる。確かに，弁護

士は，従業員を雇用し，その従業員に対して

給与を支給しているのが通常と思われるが，

破産管財人として選任されるのは弁護士に限

定されていないこと⑾，また，弁護士であって

も従業員を雇用せずに本人のみで業務を行っ

ている者もあることなどを考慮すれば，「弁護

士である破産管財人は，その報酬につき，所

得税法204条１項にいう「支払をする者」に当

たり，同項２号の規定に基づき，自らの報酬

の支払の際にその報酬について所得税を徴収

し，これを国に納付する義務を負うと解する

のが相当である」とする最高裁の判断には，

第204条２項の適用について検討を加えていな

い点で問題があるといえよう⑿。

おわりに

　極めて雑駁ではあるが，破産管財人の源泉

徴収義務が争われた本件地裁判決，本件高裁

判決及び本件最高裁判決について，判示事項

を要約したうえで，所得税法の源泉徴収義務

者に関する規定，最（大）判昭和37年２月28

日で示された観点及び報酬又は料金等に対す

る源泉徴収制度の沿革から破産管財人の源泉

徴収義務について検討してきた。その理由は，

近年，実務において源泉徴収制度の運用面で

問題が生じているのではないかという印象を

⑼　武田昌輔監修『DHCコンメンタール所得税法
４』8423の11頁以下参照。
⑽　法令用語研究会『法律用語辞典〔第４版〕』（有
斐閣・2012）942頁。
⑾　破産法74条以下参照。
⑿　この点を指摘するものとして，池本征男「破産
管財人の源泉徴収義務」月刊税務事例43巻６号１
頁（2011）以下がある。
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もったからである。実際に本稿で取り上げた

裁判例のほかに，例えば，最判平成22年３月

２日⒀や最判平成23年３月22日⒁などがあり，

また，下級審ではあるが本件と類似の裁判例

もある⒂。とりわけ，破産管財人の源泉徴収義

務については，「管財業務を遂行するため履行

補助者を雇用した場合の賃金や給料の支払及

び税理士の補助を受けた場合の報酬の支払」

に限って源泉徴収義務を負うというのが従来

からの取扱いだったようであり⒃，また，破産

管財人の報酬についても長年源泉徴収を求め

てこなかったといわれている⒄。このような従

来からの取扱いが継続してきた以上，それは

納税者（破産管財人）にとって有利な行政先

例として確立してきたものともいえる。この

点について法令の改正もせず，その取扱いを

変更することは租税法律主義の機能といわれ

る法的安定性及び予測可能性の確保という点

からも問題があるものと思われる。源泉徴収

制度の運用上，特に源泉徴収義務を課すか否

かという認定判断に当たっては，「源泉徴収制

度は，申告納税制度の原則の下で，合理的な

制約があるというべきである。申告納税制度

の下では，本来の納税義務者が自ら自発的に

その租税債務を確定させ，納付するのが原則

であって，源泉徴収義務及び源泉徴収義務者

がその代替であってよいものではない」，「支

払者に課されている源泉徴収義務は，もとも

と他人の税金を徴収する義務である。その義

務には自ずから合理的な制約があるというべ

きである」，「源泉徴収は，徴収すべき義務（相

手方の存在と金額）が客観的に定まるととも

に，支払者の側においてその義務を正確に認

識できる状態にあることを前提とする」と田

中教授が指摘されるように⒅，源泉徴収制度は

合理的な制約の中で慎重に運用されるべきで

あり，源泉徴収義務者を拡大するような運用

は避けるべきであろう。

⒀　民集64-２-420。
⒁　民集65-２-735。
⒂　大阪地判平20・３・14判時2030-３，控訴審大
阪高判平20・10・15税資258号順号11050。

⒃　金井・前掲注⑺21頁以下では，管財業務に関す

る地方裁判所の手引き等の記載が紹介されている。
⒄　伊藤勇太「破産管財人の源泉徴収義務」税法学
563号59頁（2010）。
⒅　田中治「源泉徴収制度等の存在理由」税法学571
号163・164頁（2014）。


